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「教育DXの実現に向けて ～学びの多様化と質保証～」
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講演要旨
• コロナ禍をきっかけに，社会と大学のDXが加速している。オンラインは，

深い人間関係をつくりにくいなど短所がある一方で，時間と空間の制約を受
けない。海外の大学の特徴ある授業の受講や、オンラインでの国際協働学習
も行われている。

• また，産業構造の変化や技術革新が加速し，大学等の卒業後も継続的に学習
を行い，異なる分野の知識やスキルを得る「リスキリング」が必要になって
いる。

• 本講演では、大学教育におけるDXの現状と質保証を述べ、展望を示す。

• まず、対面授業とオンライン授業の長所を組み合わせたブレンド型の大学教
育の形態と国際協働学習を示す。

• 次に、学位取得よりも短期間で特定分野をオンラインやMOOCsで学ぶマイ
クロクレデンシャルを示し、リスキリングの世界動向を述べる。

• まとめとして、これからの大学教育のモデルとして、距離や時間の制約を越
えた，国際連携，産学連携，リスキリングを示し、今後の課題を述べる。
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デジタルトランスフォーメーション
• 「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技
術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジ
ネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、
企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。」[1]

• Digitization(デジタイゼーション)
• デジタル化、アナログ情報をバイナリ形式にエンコードする

• Digitalization(デジタライゼーション)
• デジタル技術により新しい価値を生み出す

• Digital Transformation(デジタルトランスフォーメーション)
• 製品やサービス、ビジネスモデルを変革
• 業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革

5
[1] 経済産業省，デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX推
進ガイドライン）Ver. 1.0, 平成30年12月



大学のデジタルトランスフォーメーションの段階
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デジタライゼーション

デジタイゼーション

デジタルトランスフォーメーション

１情報のデジタル化

2情報の整理

3プロセスの自動化

4プロセスの効率化

5 組織を変革する

デジタイゼーション

デジタライゼーション

デジタルトランスフォーメーション

アナログまたは物理的な形式から
デジタル形式への変更

デジタル技術と情報を
活用し、個々の組織運
営を変革する。

• 文化、人材、テクノ
ロジーが深く連携し
た一連の変化が、

• 教育と運営の新しい
モデルを可能にし、

• 教育機関の運営、戦
略、価値提案を変革
する。

出典：D. Christopher Brooks and Mark McCormack, Driving 

Digital Transformation in Higher Education, ECAR Research 
report. Louisville, CO: ECAR, June 2020.から井上が作成



大学教育のデジタライゼーションとデジタルトランス
フォーメーション
• Digitalization of Higher Education   

• デジタル技術により、新しい価値を生み出す

• 学生一人一人がその多様性、進度に合わせ学修を行える

• 教育の質の向上、学修成果の向上、新しい学修体験（VR、AR実験等）

• 学修プロセスのデータによる把握・分析と学修の改善（教員も学生自身も）

• チームでの学修での活動状況を教員もチーム自身も把握・分析

• Digital Transformation of Higher Education

• 社会のニーズを基に、デジタル技術を活用し、教育を提供するモデルを変
革するとともに、組織、プロセスを変革する。

• リカレント教育・大学院教育（一つの大学に通学するという概念が変わる）

• 大学間、国際、産学連携でのオンラインによる新しい教育モデル
7
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データ駆動型教育の三階層

1. LA (ラーニング・アナリティクス, 学習分析，Learning 
Analytics）
• 科目レベルや学位プログラムレベルで学習・教育データを分析し，学

習支援や教育改善を行う

2. IR（インスティテューショナル・リサーチ, Institutional 
Research）
• 教育データを高等教育機関として集積し分析し，機関としての質保証，

意思決定，改善を行う

3. EBPM（エビデンスに基づく政策立案，Evidence-based 
policy making）
• 複数の教育機関に跨る情報を公的に集約し，政策決定に用いる
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教育分野でのデータサイエンス、AI適用が進む



対面とオンラインを複合する教育

対面とオンラインを複合する二つの方法

ブレンド型学習とハイブリッド教室

反転授業
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• 文科省は大学設置基準の
改正案を提示した

• 先進的教育プログラムが
対象

• 効果
– 学生は国内外の大学でオン

ラインで単位取得
– 海外の学生の受け入れ
– 社会人学生の学習機会の拡

大



対面とオンラインを複合する二つの方法

11

遠隔の学生 Remote Students

Classroom

教室の学生 in-person
in-person

対面授業 Classroom

ハイブリッド教室

Hybrid Classroom
ブレンド型学習

Blended Learning

オンデマンド型

©2021 Masahiro Inoue

１人の学生が２
つの学習を行う

学生はどちら
かに参加する

HyFlex：Hybrid-Flexibleとも呼ばれる



対面＋オンラインの複合教育の２形態
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ブレンド型学習
Blended Learning

ハイブリッド教室
Hybrid Classroom

方式 知識習得をe-Learningを含むオンデマンド学
習で行い、知識の活用やディスカションを対
面でおこなう。複数の学習方法のブレンド。

対面の学生とオンラインの学生が同時に授業
を受ける

学生の参加 一人の学生が、オンデマンド学習と対面での
学習等、両方（複数）の方法で学習する。

一人の学生は、対面教室かオンライン教室の
どちらか一方の方法で参加する。

目的 ・自分の習熟度に合わせて学習できるという
オンデマンド学修の利点と、学習意欲の維持
や学生間のコミュニケーションを図る対面の
学習の良い面を組み合わせる。
・学修成果の向上や新しい学習体験を得る。
（VR、AR等も活用）

・海外の学生や社会人など対面教室に来るこ
とが困難な学生に学習機会を保証する。
・感染防止対策により教室の定員を制限する
際でも、学生の学習機会を保証する。
・基礎疾患のある学生等、対面教室に来るこ
とができない学生に学習機会を保証する。

教員の役割
と課題

・学習方法のブレンドによる最適な学習設計
・オンデマンドのコンテンツの作成または選
択（教員間の協働、大学間の協働での作成）
・対面授業でのファシリテーション

・対面の学生とオンラインの学生の両方に対
して、適切な教材の準備と提供
・授業中に両方の学生への気配り、目配り

価値は何か 学修成果の向上が期待できる 対面での参加が困難な学生への機会提供

©2021 Masahiro Inoue



反転授業（Flipped Classroom）

対面でのアクティブラーニングオンデマンド型授業

知識の修得
時間と空間に制約されない
自分のペースで学ぶ

知識の確認や定着、活用
協同学習、学生間の連携
エンゲージメントの向上
演習、ディスカション

ブレンド型学習の一形態

13
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今後の授業形態: ブレンド型学習 ・ハイブリッド教室

オンデマンド
型授業

同時双方向
能動的授業

VR型実験
ビデオ収録

対面授業
能動的授業

反転授業

オンデマンド
型授業

同時双方向
能動的授業

反転授業 対面授業
能動的授業

対面授業
能動的授業

オンライン留学・PBL
リカレント教育

対面授業
対面実験

顔を合わせて
話し合う

対面遠隔（オンライン）

PBL: Project Based Learning 

VR: Virtual Reality

知識教育、
仮想実験

自分のペース
で知識習得

教員の役割：コンテンツ作成・選択 教員の役割：ファシリテーション
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ものを触る
リアルな学修

ブレンド型学習

©2020 Masahiro Inoue

対面で顔を合
わせて話し合う



ブレンド型教育の質保証
成熟度モデル
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European Maturity Model for 
Blended Education

ブレンド型教育のための
欧州成熟度モデル

Authors: W.F. van Valkenburg, W.P. Dijkstra, B. de los Arcos, Delft University of Technology, The Netherlands and Katie 
Goeman, Veerle van Rompaey, Stephan Poelmans, KU Leuven, Belgium

Date: May 2020

License: This work is licensed under a Creative Commons Attribution 4.0 International License. Please attribute the EMBED 
project and the authors.

Funded by: European Union –funded project – Erasmus+ – Key Activity 2 01-09-2017 – 31-08-2020
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3階層モデル

機関レベル
プログラムレベル

科目レベル



Course Level 科目レベル
• Course design process

• Selection of blended learning activities and 
their sequence（対面とオンラインを意図的に
選択、統合、順序付け。継続的な改善）

• Selection of blended learning tools（経験や根
拠に基づき選択し、定量的、定性的データによ
り選択を改善）

• Course flexibility（学生の学習活動の選択自由度、
エビデンスに基づき継続的に改善）

• Course interaction（学習者とコンテンツ、学習者
間、学習者と教育者のインターラクションが意図的
に設計され、継続的に評価改善）

• Course experience
• Student learning（学生の自主的な学生を促進す
る機能、エビデンスに基づいて改善）

• Study load（意図した学習負荷と実績の一致）
• Inclusiveness（全ての学生が学習にアクセスで
きる。継続的改善）

17

European Maturity Model for
Blended Education - May 2020
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Program Level プログラムレベル

• Programme design process
• Programme coherence（プログラムと科目の
整合、科目間の整合性。継続的改善）

• Alignment and coherence of blended learning 
tools（ツールの整合性、一貫性。定量的、質
的データに基づき改善）

• Programme flexibility（学習者の選択に適応
できる。対面、オンライン。データ基づき
改善）

• Programme experience
• Student learning（自主的な学習を促進する機
能。プロセスを把握し評価し改善。）

• Study load（意図した学習負荷と実際の学習負
荷が一致している。監視、評価し調整）

• Inclusiveness（全ての学生がプログラムにアク
セスできる。エビデンスに基づき向上させ
る。）

18

European Maturity Model for
Blended Education - May 2020
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Institute Level 機関レベル
• Institutional support（機関がBLを継続的に改善支
援）

• Institutional strategy（機関のビジョン、目標にBL
が文書化され、定期的に評価）

• Sharing and openness（ベストプラクティスが共
有される仕組み）

• Professional development（継続的体系的な研修機
会、専門スタッフの尊重）

• Quality Assurance（科目、プログラム、戦略、規
則が定期的に評価改訂される）

• Governance（方針、ルール、ガイドライン、倫
理・プライバシーの扱いが系統的にレビューされ
ている。）

• Finance（教育開発、支援のため財務的リソースが
体系的に配分され、評価調整されている。）

• Facilities（必要な設備、環境が整備され、体系的
な評価に基づき調整される。）

19

European Maturity Model for
Blended Education - May 2020
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（成熟度の記載例）Course Level 科目レベル

COURSE DESIGN PROCESS （科目レベルの設計プロセス）
The process of planning, designing, developing and evaluating a blended learning course.

Selection of blended learning activities and their sequencing （選択、統合、順序付け）
The rationale for the deliberate selection and integration of face-to-face and online learning
activities.

20

Level 1

Explorative

Level 2

Design-based

Level 3

Course cycle
No considered

selection and

integration of

face- to-face and 

online learning

activities.

Learning activities

(both face-to-face and

online) are 

deliberately selected, 

integrated, and 

sequenced based on a 

design method or

design principles.

Learning activities (both face-to-face 

and online) are deliberately selected, 

integrated, and sequenced based on 

a design method or design 

principles. Quality assurance

processes are deliberately 

embedded in order to continuously 

improve a course in an iterative

manner.

European Maturity Model for Blended Education - May 2020



ブレンド型の国際交流
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対面の協働学習

Global PBL

オンラインの
国際協働学習

COIL

オンデマンド授業

On-demand 

Lecture



グローバルPBL（Project Based Learning）

• イノベーション創出や持続可能な開発目標(SDGs) などの社会
課題の解決のための人材育成が望まれている。

• 分野を横断した課題解決や新たな価値の創出には、異なる専門
分野や文化など多様なバックグランドを持った人材が協働する
ことが必要である。

• 問題発見や課題解決の実習を含む教育活動は，これからの人材
育成にとって不可欠であり，大学の学部，大学院の各段階で実
施することが望まれる。

• グローバルPBL（Global Project Based Learning、国際プロ
ジェクト型学習）は、そのような目的のため、世界各国の多様
な学生が協働して、各国の地域や企業などと連携して実施する
教育活動として実施されている。
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グローバルＰＢＬのプロセス（例）

問題定義，（再定義）

テーマは，一つの専門分
野の枠を越える．

現状分析，要求分析・定義
たくさんのアイディアを創出

レビュー，
プレゼンテーション

その解決策は，環境，社会生活を通じて，様々な技術や科学の関連づけにより形成される．

実際に実行

総合的な
問題解決策の提案環境，社会，市場

からの要求・要望

さまざまな領域の背景を
有した学生の共同作業

23
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SDGｓ
イノベーション創出



Presentation

グローバルPBL（Cross-cultural Eng. Project）
2013年~2021年 9年間実施し、継続中

Brainstorming

開催場所例：
• タイ・バンコク
• 東京、埼玉、栃木県
• ポルトガル・リスボン

グローバル人材育成

タイ・バンコク

対面の協働学習

Global PBL



グローバルPBL（Project Based Learning）の経緯
• 2008年春：欧州の工科系大学が連携して国際PBLを開始 (Segalàs et al. 2012）

• 2012年度：芝浦工大がタイKMUTTとバンコクで国際PBLを開始。（2019年度までは対
面で、2020年度はオンラインと対面の組み合わせで実施）

• 2012年度：芝浦工大と東南アジアの大学が連携しテレビ会議システムを用いたオンライ
ンPBLを開催。（文科省グローバル人材育成事業）

• 2014年度：芝浦工大が全学規模で国際PBLを開始（2018年度は対面90件、2020年度は
オンライン30件のプログラム実施）（文科省スーパーグローバル大学創成支援事業）

• 2015年度：GTI（グローバルテクノロジーイニシアティブ）コンソーシアム発足（グ
ローバルPBL等での国際的な産学官連携を推進）、https://www.gti-
consortium.jp/information

• 2016年度：新潟大学が産学連携型の国際PBLを開始（文科省世界展開力強化事業
（ASEAN地域）「メコン諸国と連携した地域協働・ドミトリー型融合教育による理工系
人材育成」）

• 2016年度：サレジオ高専がモンゴル高専とグローバルPBLをモンゴルで開始。

• 2018年度：東海大学、九州大学、徳島大学等がタイでグローバルPBLを開始。

• 2020年度：コロナ禍のため、各大学、高専がグローバルPBLをオンラインまたはハイブ
リッド開催に移行

25
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科目名称等 種別 学年 期間
全体会議
チーム内会議

チーム内の
チャット、連絡

LMS（資料配布、
課題提出）

備考

システム工学演習
（PBL）（芝浦工大）

前 期 授 業 に オ
ンライン受入

修士1年、
学部3-4年

2020/5-7
（3か月）

MS Teams
（Zoom）

MS Teams MS Teams

Global PBL（CEP）
リスボン新大学、芝浦
工大

国際PBLをオン
ラインに移行

修士1年、
学部3-4年

2020/7-8
（8日間）

Google Meet
（Zoom）

Google
Classroom

IoT PBL（タイSUT、
芝浦工大）

ス ラ ナ リ ー 工
科大学主催

学部3-4年、
修士1年

2020/9-11
（3か月）

MS Teams
（Zoom）

MS Teams MS Teams

3-day COIL(新潟
大）

オ ン ラ イ ン 、
新潟大学

学部2-4年 2020/9
（3日間）

Zoom Slack ー

APRISロボットチャ
レンジ（東海大）

enPiT( 東 海 大 、
九州大他）

2020/11
（7日間）

Zoom
MS Teams

MS Teams MS Teams Gazebo シ
ミュレータ

Global PBL（CEP）
芝浦工大大宮

国際PBLをオン
ラインに移行

修士1年、
学部3-4年

2020/12
（8日間）

Google Meet
（Zoom）

Google Chat Google
Classroom

Global PBL（CEP）
タイKMUTT、芝浦工
大、他

国際PBLをオン
ラ イ ン ＋ 対 面
に移行

修士1年、
学部3-4年

2021/3
（8日間）

Virbela
(３次元VR）

Slack Google
Classroom

Global PBL（CEP）
リスボン新大学、芝浦
工大、他

国際PBLをオン
ライン＋対面
に移行

修士1年、
学部3-4年

2021/7-8
（8日間）

oVice
（2次元VR）
（Zoom）

Discord、LINE、
Google Chat

Google
Classroom

グローバルPBL（オンラインまたはハイブリッド）
オンライン国際協働学習（COIL型）の実施環境例

地図に記載

個別紹介



Online Global PBL

COIL (Collaborative Online International Learning)

27

Online Global PBL

Students: SIT, KMUTT, SUT, 

UCSI, ITS

Dec. 10 – 18, 2020,  8 days

2021年もオンライン実施

Online Global PBL

Students: KMUTT, SIT

Feb.18 - 25, 2021, 8 days

Online Global PBL

Students: NOVA de Lisboa, SIT, 

UTM, KMUTT, SUT, UCSI, ITS

July 27 - August 5, 2020, 8 days

July 27 - August 8, 2021, 8 days

2022年は対面でリスボンで実施

Japan

Asia-Pacific

Europe

●Host university

オンラインの
国際協働学習

COIL



オンライン国際PBL 仮想空間（メタバース）を利用

28
VR環境、Virbela(ヴァーベラ)芝浦工業大学 Global PBL（CEP）の事例（2021年3月）

オンラインの
国際協働学習

COIL



オンライン国際PBL 仮想空間（メタバース）を利用

29

VR環境：oVice芝浦工業大学 Global PBL（CEP）の事例（2021年7-8月）

オンラインの
国際協働学習

COIL



オンラインでのPBLの課題と対応策（文部科学省enPiTプロジェクト）

◼課題：ロボット教材をどうするか？ → オンラインでは使えない

◼対応策：シミュレーション環境でロボットを動かす
•装置：シミュレータ上のマルチコプタ

•コントロール・プログラムを開発

•開発方法：MDD（モデル駆動開発）

•GitHUB：開発成果物のバージョン管理

•演習では、GitHUB Classroomも使用

302020/12/12

出典：大江信宏, 実機およびプ
ログラミングなしの組込みシス
テム開発リモートPBL,文部科学
省enPiTプロジェクトFD研修プ
ログラム, December 12, 2020.

オンラインの
国際協働学習

COIL



ポルトガルでグローバルPBLを再開（2022年7月4-16日）

31

• 異文化体験、現地・現物、海外友人

• コロナ感染対策のリスクマネジメント
と費用負担が追加された

対面の協働学習

Global PBL



これからの教育（ブレンド型の国際連携学習）
Global Blended Learning

32

対面の協働学習

Global PBL

オンデマンド授業

On-demand 

Lecture

オンラインの
国際協働学習

COIL

ブレンド型の国際連携学習
Global Blended Learning

JMOOC
授業コンテンツの国際共有
多言語化、自動翻訳
いつでも、どこでも知識習得
国際・産学連携でのコンテンツ作成・共有

異文化体験、空間の共有、感動の共有
長く続く関係、海外の友達作り
現地の食事、自然、街、現地の事業所訪問
手や足も動かしての問題発見、解決、試作
Challenge Based Learning (CBL)

継続的交流
バーチャルチーム、オンライン国際協働開発・設計の実践
オンラインでの異文化間コミュニケーションスキルの向上
Collaborative Online International Learning（COIL）
Online/Hybrid Classroom/Hyflex

知識習得 継続的な国際協働

異文化体験、友人、現地・現物• 対面とオンライン、最適な組み合わせ
• サイバー・フィジカル連携
• 自律的生涯学習者の育成
• データ駆動型教育
• エビデンスに基づく継続的改善

©2021 Masahiro Inoue



マイクロクレデンシャルとバッジ

マイクロクレデンシャルの目的、構成

マイクロクレデンシャルに望まれる特性

学位に繋がるマイクロクレデンシャルの形態

33



マイクロクレデンシャルと生涯（リカレント）教育
• 科学技術の急速な進展や社会のおける最新の知識・スキルに対する
需要の高まり、また人生100年時代を迎え、学び直し、継続的な能
力開発、リスキリング、アップスキリングが求められている。

• これに対して修士や学士などの学位プログラム（マクロクレデン
シャル）よりも短期間で特定の領域を学び、その学修歴を証明する
手段としてマイクロクレデンシャルが世界各国で注目されている。

• ニュージーランドでは複数のマイクロクレデンシャルを積み重ねる
ことで修士の学位につなげる仕組みを構築している。

• 米国のMITをはじめとする複数の大学が修士課程の一部分をマイク
ロマスターの名称でマイクロクレデンシャル化している。その後、
修士課程に入学すれば単位として認定される仕組みがある。

• EUはマイクロクレデンシャルの質保証の取組を開始している。
34



マイクロクレデンシャルの大学教育へのインパクト

• 大学教育やリカレント教育の大きな変革が始まる。学びのプロセスや学位のあ
り方が変わる。学生の大学間の流動性が高まる。

• 学びの例：国内外の各大学が例えば、AIデータサイエンス、マネジメント、エ
ネルギー、環境などの特定分野（例えば4科目程度）で教育プログラムを準備
してマイクロクレデンシャルを発行する。学生、日本や海外で働く方が自分の
キャリア目標に沿って学びその証明としてマイクロクレデンシャルを獲得する。

• 欧州ではマイクロクレデンシャルの質保証の仕組みが検討されている。アジア
太平洋地区でも同様な仕組みができれば、域内の学生や社会人は多様な学習内
容を柔軟な方法で学び、キャリアのための学習歴に加えることが可能となる。

• オンライン化にともない世界のトップ大学に学生が集中する状況が想定される。

• PMIなどの学協会・プロフェッショナル団体や民間企業が教育プログラムを開
発し、マイクロクレデンシャルを発行している。大学とプロフェッショナル団
体や企業が、マイクロクレデンシャルを媒介にリカレント教育で連携すること
が期待される。

35



マイクロクレデンシャルとは何か？ その目的は？

36

何か？
従来の学位と対比してのマイク
ロクレデンシャルの位置づけ

その目的は？
それぞれのマイクロクレデンシャ
ルには固有の目的がある、複数の

目的を持っている場合もある

比較的短い学修期間と負担

特定のスキルやトピックに重点化

より柔軟な授業方法

教育の推進

雇用と昇給

自己啓発
趣味

Source: Micro-credential innovations in higher education: Who, What and Why, OECD Education Policy Perspectives No.39, 2021.から作成（井上）



マイクロクレデンシャル Micro-credential
（欧州委員会の定義例）

• マイクロクレデンシャルは、学習者が短期間の学習経験を経て
得た学修成果の証明であり、その学修成果は、透明な基準に基
づいて審査される。

• マイクロクレデンシャルは、達成した学修成果、評価方法、授
与機関、資格枠組のレベル、取得した単位を記載した文書で示
される。

• マイクロクレデンシャルは、学習者が所有し、共有することが
でき、持ち運びが可能で、より大きなクレデ ンシャルまたは資
格に統合することができる。

• マイクロクレデンシャルは、合意された基準に従った品質保証
に支えられる。（欧州委員会、2020）

37
Source: Micro-credential innovations in higher education: Who, What and Why, OECD Education Policy Perspectives No.39, 2021.から作成（井上）



マイクロクレデンシャルに望まれる特性

38

対象が重点化さ
れている

短期
フレキシブル
（学習の順番と

時期）

重ねて大きくで
きる

（同一機関内）

学修成果が評価
される

プログラムや機
関に対する外部
評価の実施

携帯性
（他の大学の学
修プログラムに
適用できる）

学習時間が単位
で表示される

各国の質保証を
基盤にする

マイクロ・クレ
デンシャルの設
計/承認に雇用
者（産業界）が
役割を果たす

賃金と職業
（就職）

申告に用いる

学習者がデジタ
ル証明の所有者
であり、発行者
に拘束されない

Source: Micro-credential innovations in higher education: Who, What and Why, OECD Education Policy Perspectives No.39, 2021.から作成（井上）



米国MITのマイクロマスター
MITx MicroMasters® Programs

• プログラム名
– Supply Chain Management

– Data, Economics, and Development Policy

– Principles of Manufacturing

– Statistics and Data Science

– Finance

• Advance your career or accelerate your Master’s degree with a graduate-level digital 
credential from MIT.

• The MicroMasters program credential from MIT Open Learning is a professional and 
academic credential for online learners from anywhere in the world who seek focused, 
accelerated advancement.

• Enroll in a program—no admission required—and take a series of graduate-level online 
courses, taught by MIT instructors, through edX or MITx Online.

• Earn a program credential by completing the course and passing one or more proctored 
exams.

• Enjoy the credential benefits: Credential earners can also apply for an accelerated master’s 
degree program at MIT and other pathway schools; and include your credential on 
professional profiles. MicroMasters program credential earners also become affiliates of the 
MIT Alumni Association.

39
https://micromasters.mit.edu/

修士課程の一部分をマイクロクレデンシャル化
MITの修士課程に入学すれば単位として認定さ
れる



edXのMicroMasters® Programs 
• MicroMasters programs are a series of graduate level courses from top 

universities designed to advance your career. They provide deep learning in 
a specific career field and are recognized by employers for their real job 
relevance. Students may apply to the university offering credit for the 
MicroMasters program certificate and, if accepted, can pursue an 
accelerated and less expensive Master’s Degree.

• 提供大学例
– MIT、Purdue University, 香港理工大学、Rochester Institute of Technology、The 

University of Michigan、Indian Institute of Management Bangalore、Universidad 
Galileo、Universitat Politècnica de València、 Delft University of Technology、
RWTH Aachen University、University of Adelaide、University of Maryland、The 
Georgia Institute of Technology、The University of California San Diego、Curtin 
University, University of British Columbia, The University of Queensland, 
Chalmers University of Technology, Doane University, Wageningen University & 
Research, Tecnológico de Monterrey, The University of Edinburgh

40https://www.edx.org/micromasters
世界各国の大学がマイクロマスターを始めている
米国だけでなく、欧州、豪州、香港、インド、メキシコも

MOOC
オンラインプログラム



プロジェクトマネジメント
専門家団体PMIの
Micro-credential

マイクロクレデンシャル

41

• オンラインでPMを学ぶ

• デジタル証明書を発行（デ
ジタルバッジ）

出典：https://www.pmi.org/certifications/micro-credentials



リカレント教育に関連する国内制度
• 履修証明制度（文部科学省）

• 各高等教育機関が、社会人等の学生以外の者を対象とした一定のまとまりのある学
習プログラム（履修証明プログラム）を開設し、その修了者に対して法に基づく履
修証明書（Certificate）を交付できる制度。各高等教育機関における社会人等の多様
なニーズに応じた様々な分野の学習機会の提供を促進するため、平成19（2007）年
の学校教育法の改正により創設。

• 職業実践力育成プログラム（BP）認定制度（文部科学省）
• 大学等の正規課程と履修証明プログラムから認定、314講座

• キャリア形成促進プログラム認定制度（文部科学省）
• 専修学校の専門課程又は特別の課程から認定

• 教育訓練給付制度（厚生労働省）
• 専門実践教育訓練（2600講座、中長期的キャリア形成、最大で受講費用の70%、年

間上限56万円）
• 特定一般教育訓練（484講座、再就職、早期キャリア、受講費用の40%、上限20万

円）
• 一般教育訓練（約11,000講座、雇用の安定、就職促進、受講費用の20%、上限10万

円）

• マナパス（文部科学省、厚生労働省）
• 社会人の学び情報の検索サイト、https://manapass.jp/

@Masahiro Inoue, 2021

日本でのマイクロクレデンシャル



学位につながるマイクロクレデンシャルの形態

1. 内包モデル：マイクロクレデンシャルが
より学位課程等の一部として設計されて
おり，マイクロクレデンシャルを得た後
に，学位課程等に入学することで学位を
取得できる。

2. 既習学修の認定：マイクロクレデンシャ
ルを得た後に，学位課程に入学し，マイ
クロクレデンシャルを学位課程等の単位
として認定を受ける。

3. モジュール：高等教育機関が学位課程を
複数のモジュールに分割し，各モジュー
ルに対しマイクロクレデンシャルが発行
される形態

43

学位課程

マイクロクレ
デンシャル

学位課程

マイクロクレ
デンシャル

単位
認定

教育機関A

教育機関A

教育機関B

学位課程

マイクロクレ
デンシャル２

マイクロクレ
デンシャル４

マイクロクレ
デンシャル１

マイクロクレ
デンシャル３

©2022 Masahiro Inoue



書面での学修歴の証明

学修歴とその証明手段の関係

44

デジタルバッジ

オープンバッジ

デジタル証明

学位（学士、修士）

マクロクレデンシャル
マイクロクレデンシャル
短い学修期間、特定内容

学位証明 証明書

学修歴

証明手段

@Masahiro Inoue, 2021

記録・表示・検証

参加証
や表彰

記録・表示

関西学院大、長
崎大、芝浦工大

芝浦工大、
ICU、南山大



デジタルバッジの概要

• デジタルバッジ(Digital Badges) 
– 資格、試験、学位、マイクロクレデンシャル、表彰、参加などをデ

ジタル証明／認証したもの。

• オープンバッジ(Open Badges)
– デジタルバッジを世界標準規格化したもので、ブロックチェーン技

術等を取り入れた改ざんできない強固な教育・資格証明書

• オープンバッジに関連した国内外の各団体の活動とそのそれ
ぞれの役割
– IMS Global Learning Consortium・・・国際規格、制度設計
– 一般社団法人日本IMS協会（IMS Japan Society）・・・IMSの日本

国内団体として規格、制度調整
– 一般財団法人 オープンバッジネットワーク・・・日本国内での認

証サーバーの運用とオープンバッジの発行サポートを実施

45
@Masahiro Inoue, 2021, 2022 注：IMS Global Learning Consortiumは2022年5月に1EdTech Consortiumと改称している。



国際生涯教育訓練協会（IACET）におけるバッジ分類
International Association of Continuing Education and Training

IACETによるバッジ分類
Style Association

（参加・表彰）

Learning

（学習）

Competence with 

Validation（資格・評価）
Type Participation 

Badge

Contribution / 

Recognition

Badge

Grade-

Based 

Badge

Level / Program 

Badge

Performance 

Badge

Certification/Lic

ense Badge

Descriptionイベント（プ
ロフェッショ
ナル・ディベ
ロップメント、
教室またはオ
ンライン学習
など）に参加
しているが、
学習成果の評
価を受けてい
ない。

表彰、チーム
やプロジェク
トの一員とし
て、顕著な貢
献をした。

学習の単位の
修了を認定す
る。認定の例
としては、大
学の単位、
CEU、大学の
単位以外の学
習がある。

学習プログラム（または
学習レベル）の全体また
は一部に対して単位を取
得したことを示す。
より大きな学習目標を達
成するための励ましのた
にも使用できる。この
バッジが、既に取得して
いるバッジや今後取得
バッジとどう関係し、ま
た適合するかを示す必要
がある。

高難度の環境
でスキルを実
証した場合。
パフォーマン
スを示したこ
とを示す。
教員や試験官
よる評価によ
る。

当該の知識領域
において能力を
実証した場合。
教員や試験官に
よる評価や、認
証・免許取得の
要件を満たすそ
の他の文書（職
務経験、学歴な
ど）を添付する
必要がある。

IACET Badging Taxonomy, the International Association of Continuing Education and Training (IACET), 
https://www.iacet.org/default/assets/File/OpenDigitalBadging/Taxonomy%20for%20IACET%20Badges.pdf を元に作成した。（井上）

https://www.iacet.org/default/assets/File/OpenDigitalBadging/Taxonomy%20for%20IACET%20Badges.pdf


学修歴証明のデジタル化

47

• 日経新聞2010-10-5

• 国際基督教大、南山大、芝浦工業大、
東洋大、桜美林大が国内初の実証実験
に参加

• 国際的な学修歴証明書をオンラインで
授受できるようになる。

• デジタル化された学修歴証明書を自分
の手元に保管できる。

• 実用化時にはマイクロクレデンシャル
やデジタルバッジに対応計画（リカレ
ント教育対応）



学修歴証明の
デジタル化

48

• 日経新聞2022-5-25

• オンラインでウク
ライナの学生に授
業配信

• 単位取得のデジタ
ル証明書を発行



包括的な学習者記録／学習と職業の記録

49

[1] Comprehensive Learner Record, IMS Global, https://www.imsglobal.org/activity/comprehensive-learner-record
[2] LER Information & Resources, https://www.uschamberfoundation.org/t3-innovation-network/ilr-pilot-program
[3] ジェトロ・ニューヨーク事務所, 保有スキル等の見える化手段と活用状況（アメリカ、カナダ、ドイツ）（2020年12月）, 
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/7b73cf9a5e1dfe74.html

初等中等教育
高等教育

職業

キャリアアップ

デジタル・クレデンシャル

学位
資格
科目
バッジ
コンピテンシー

生涯教育
• 包括的な学習者記録
（Comprehensive Learner Record, 
CLR）・・・IMS Global の検討[1]

• 学習と職業の記録（Learning and 
Employment record, LER) ‥米国
の政府機関、米商工会議所、
Google、Microsoft等の多国籍企
業、IT企業の取組 [2] [3]

Comprehensive Learner Record [1]

目的：人材の流動性や労働生産性を高める
・保有スキルの可視化と企業・個人の活用
・リスキリング、アップスキリングにより
付加価値の高い職務への移動を促進

@Masahiro Inoue, 2021

兵役

https://www.uschamberfoundation.org/t3-innovation-network/ilr-pilot-program
https://www.uschamberfoundation.org/t3-innovation-network/ilr-pilot-program
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大学毎の
情報システム

学習管理システム
学習ポートフォリオ

科目 科目 科目

学位プロ
グラムA

学位プロ
グラムB

高等教育機関A

科目 科目 科目

学位プロ
グラムA

科目 科目

共同学位プ
ログラムB

生涯学習プ
ログラムC

学生学生

包括的学習記録

学生 留学生
オンライ
ン留学生

高等教育機関A 高等教育機関B

社会人
学生

大学毎の
情報システム

学習管理システム
学習ポートフォリオ

科目 科目 科目

学位プロ
グラムC

学位プロ
グラムD

高等教育機関B

学生学生

大学内に閉じた学習データ 学習者本位の学習データ

大学主体から学習者本位の学習データへ

©2022 Masahiro Inoue

大学や企業に閉じた学習データから学習者が所有する生涯学習記録へ



オンライン・対面を併用した
リカレント教育、大学院（大学間、国際、産学連携）
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IoT, Robotics
複数の科目で構成

日本のA大学

連携企業 連携企業

連携企業連携企業

• 授業クラスター例:  Emerging Technologies, Digital Transformation, AI, Data Science, 

IoT, Robotics, Management, Conceptual skills, Human skills, Technical skills その他
• 教育環境と方法: e-Learning, MOOCs, Global PBL, e-Portfolio, Micro-credential,

Digital Badges, Open Badges by Blockchain その他

Society 5.0, Industry 4.0, SDGs, デジタルトランスフォーメーションの時代の生涯教育

AI, Data Science
複数の科目で構成

インドのB大学

Management
複数の科目で構成

タイのD大学

Digital Transformation
複数の科目で構成

インドネシアのC大学

履修証明プ
ログラム

単位

学位

マイクロクレ
デンシャル

講師/受講生 講師/受講生

blended 
learning

hybrid 
classroom

©2020 Masahiro Inoue

デジタルトランスフォーメーションの事例



これからの大学教育のモデルと課題
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教育制度

●柔軟な学位制度●マイクロク
レデンシャルと相互認証の枠組
み●遠隔授業の単位上限緩和

教授法・教育研究

●ブレンド（ハイブリッ
ド）型教育のビジョンと教
育の質保証の仕組み●デー
タ駆動型教育、Learning 
Analytics

大学間連携・国際連携・産学連携

●オンラインも活用した新たな連
携モデル●国際連携、アジア太平
洋●産学連携●MOOCs活用●オン
ライン国際協働学習（COIL）

テクノロジーと環境

●次世代電子学習環境（NGDLE）●電
子出版●VR(仮想現実), AR(拡張現実)、
メタバース、AI ●学修歴証明書のデジ
タル化●包括的学習者記録●バッジ

学修成果、学習機会

●学修成果の向上 ●学
習機会の保証●包摂的
教育●主体的学び●生
涯に渡る継続的学び

これからの大学教育のモデル

©2022 Masahiro Inoue



これからの大学教育のモデルと課題

1. オンライン教育，ブレンド型教育での教員の能力開発（ブレンド型の授業設計、
データ駆動，学習分析，情報技術，AIの活用）

2. 国際連携でのマイクロクレデンシャルの相互運用，質保証の枠組みの構築

3. オープンで柔軟な情報システム構築（標準技術，大学間，企業間でデータ連携でき
る技術，制度）

4. 教育データの取り扱い（法制度），教育・学習データ利活用のポリシー

5. 法制度の改正（オンライン授業単位の上限緩和）

6. 大学経営への影響（教育プロセスの変化による入学と卒業の位置づけが変わる，授
業料・キャッシュの流れ，人物金の流れの変化）

7. 自前主義ではなく，大学間連携，産学連携，国際連携を進めるマインドの醸成

8. デジタル変革を活用できる教育のエコシステム構築（大学、教育産業の連携）

9. ビジネスモデル構築（教育の機会の拡大，市場創出）

10. 大学デジタル変革と国際連携を推進できる人材（教職員）の育成
54
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携の教育モデル

2. 大学のデジタライゼーションとデジタルトランスフォーメーションの現状と将来
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ユネスコ・文部科学省共同ワークショップ「アジア・太平洋地域におけるマイ
クロクレデンシャルの公正な承認にむけて」の開催について

文部科学省ではユネスコとともに、アジア太平洋地域におけるマイクロクレデンシャルの運用や相互承認のなされ

方について情報を持ち寄り、共通認識を形成する機会としてマイクロクレデンシャルに関するワークショップを開

催します。

１．日時・場所等

開催日時 2022年8月24日（水曜日）10時30分～15時20分

開催場所 会場：関西国際大学尼崎キャンパスKUISsホール、WEB配信：オンデマンド配信（Zoomを予定）

２．主催・共催

主催：文部科学省、UNESCO（バンコク事務所）、共催：経済協力開発機構（OECD）、関西国際大学

３．プログラム

＜趣旨説明＞

芦沢 真五氏（関西国際大学副学長・国際コミュニケーション学部教授）

＜講演者＞

Thomas Weko氏（OECD教育局シニアアナリスト）

Libing Wang氏（ユネスコ・アジア太平洋地域教育局教育イノベーション・スキル開発部門チーフ）

Joanna Wilson氏（オーストラリア教育訓練省資格承認政策セクションアシスタントディレクター）

Eddy Chong Siong Choy氏（マレーシアFinance Accreditation Agencyチーフテクニカルオフィサー）

米澤 彰純氏（東北大学国際戦略室副室長・教授）

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1287263_00001.htm



DXHE2022
International Symposium on

Digital Transformation of Higher and 

Recurrent Education through 

Industry-Academia Collaboration

オンライン開催
2022年1月20日14-17時
2022年3月3日14-17時
2022年8月までオンデマンド配信中
https://www.jsee.or.jp/researchact
/researchcomt/digital

高等教育とリカレント教育のデジタル変革
に関する国際シンポジウム



アジア太平洋地域の大学ネットワークにおける
マイクロクレデンシャル運用の実証研究

• 科学研究費基盤研究（B)
• 研究期間 (年度) 2022-04-01 – 2026-03-31
• 研究代表者：芦沢 真五 関西国際大学
• 研究分担者：井上 雅裕 慶應義塾大学, 米澤 彰純 東北大学, 太田 浩 一橋大学, 池

田 佳子 関西大学, 関山 健 京都大学, 本田 直也 大手前大学
• 研究概要：近年、比較的短期かつ特定領域の学修成果を認証する「マイクロクレデ

ンシャル」（以下MC）が、欧米やオセアニアを中心に高等教育機関や企業・民間
機関で急速に普及している。本研究は、日本とアジア太平洋地域におけるMCの運
用状況とニーズを把握し、質保証と国際通用性を伴うMCを運用するための要件定
義を明らかにする。併せて日本におけるMC普及の条件とそれを阻む要因・課題を
分析する。この目的達成のため下記を行う。
①アジア太平洋諸国におけるMCの運用及びニーズに関する調査
②質保証と国際通用性を伴うMC運用ガイドラインの策定
③アジア太平洋地域の大学ネットワークを基盤として当該ガイドラインの有用性にかかわ
る実証実験

61https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-22H01027/



ご質問、ディスカッション

inouem@keio.jp

https://www.facebook.com/masahir
o.inoue.9849/
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